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フランスの１９９８年６月１３日の３５時間労働法（オブリー法Ⅰ）は３５時間労働制の実施方法を労使間協
定，すなわち産業部門毎の労使間協定（部門協定）あるいは企業内・事業所内の労使間協定に委ね，
また３５時間制への移行に際して政府の財政支援を受けるためには部門協定の直接適用か，企業内・事
業所内労使間協定を条件としていた。このような企業内協定による３５時間労働法の適用の事例として
拙稿（清水，２００６）は自動車産業を取り上げ，聞取り調査と労使間協定をもとにルノー，プジョー SA
及びフランス・トヨタの３社における３５時間労働制の実態を説明した。その際，各社の企業労使間協
定の前提となっている金属産業の部門協定の要点と問題にも言及したが，説明が不十分であったこと
から，本稿で改めてフランス金属産業における労使間協定を検討し，労働時間法に対する金属産業連
盟（UIMM : Union des industries et des métiers de la métallurgie）の戦略を説明し，法と労使関係との間
のダイナミックな関係という一般的な問題に光を当てることにしたい。
本稿は，まず第１節において，自動車産業，製鉄業，電気産業から時計製造業までの広範な製造業
を含み，全産業に影響力を持つ金属産業の１９９８年７月２８日の労使間協定，及び２０００年１月２９日の１９９８
年協定の修正（修正部門協定）を検討して，３５時間労働制に対する金属産業連盟の政策を明らかにす
る（金属産業の部門協定の詳細については清水（２００５）の「資料 労使間協定」を参照のこと）。第
２節は，金属産業が労働時間規制を回避するために非カードル従業員をカードル扱いするために行っ
た職務等級表の見直しについて，１９７２年の全国協定に従ってそもそもカードルとは何かを示し，次い
で金属産業の「２０００年１月２９日の全国協定」にもとづいてカードル層の拡大問題を説明する。最後
に，２００３年の右翼政権の誕生以降，右翼政権は２００３年のフィヨン法を始めとして徐々に３５時間労働法
の有名無実化を図ったことから（清水，２００７），第３節では，このような法の修正に反応して行なわ
れた金属産業部門協定の修正内容を示す。
以上のように，本稿は労働時間法に関する金属産業の労使間協定を検討することによって労働時間
法に対する金属産業連盟（UIMM）の戦略を明らかにすると共に，より一般的に，法と労使関係のダ
イナミックな関係を示し，フランスにおいても法そのものによって労使関係が決定されるのではな
く，法をゲームのルールとしながらも労働慣行の決定においては労使関係が決定的に重要であるとい
うことを示すことにしたい。
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－フランスの３５時間労働制をめぐる金属産業の労使間協定とカードル問題－
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１ ３５時間労働法に対する金属産業連盟の戦略
１９９８年６月１３日のオブリー法Ⅰは３５時間労働制の実施方法を労使間協定，すなわち産業部門毎の労
使間協定（部門協定）あるいは企業内・事業所内の労使間協定に委ね，また３５時間制への移行に際し
て政府の財政支援を受けるためには部門協定の直接適用か，企業内・事業所内労使間協定を条件とし
ていた。この法による３５時間労働制への移行の強制に対してフランス経団連（MEDEF）は金属産業
連盟を先頭に，労働時間短縮の効果を骨抜きにする労使間交渉を進めた。その主な戦略は，①実質的
労働時間から休息時間，着替え時間，職能訓練時間の一部を除外すること，②労使間協定によって法
の定める年間の超過勤務時間の上限を超える上限設定を行うこと，③労働時間の年間管理化を進め，
超過勤務手当の支払いを避けること，そして④労働時間ではなく労働日数で管理されるカードル層の
増加（カードルとして扱われていなかった職層をカードル扱いすること），であった。まずは，この
経営側の反３５時間労働法戦略をリードした金属産業における労使間協定の内容と問題を見ておこう。
１．１ １９９８年７月２８日の部門協定の問題
１９９８年７月２８日の部門協定に署名した労働組合１は CFE−CGC，CFTC及び FOであって，金属産業
内の多数派労組 CGTと CFDTは協定内容がオブリー法Ⅰの精神と目的に反する協定であると非難し
て署名を拒否した（Doré，２０００）。他方，政府もまた同協定を３５時間労働法に適合した協定ではない
と批判し，同協定の直接的適用を認めなかった。そのため，UIMMと３労働組合は，２０００年１月２９
日にオブリー法Ⅱの諸規定に適合し直接適用可能な修正部門協定を結ぶことになる。この政府によっ
て批判された１９９８年の部門協定の要点と問題点は以下のごとくであった。
まず，法定労働時間週３５時間というオブリー法Ⅰの規定が年間総労働時間を定めていなかったこと
から，１９９８年協定は労働時間の短縮後のフルタイム労働者の所定年間総労働時間を，年５２．１４週間か
ら５週間の年次有給休暇と５月１日の休業日を除いた実質的労働時間１６４５時間とした。ただし，１９９６
年５月７日の労働時間の年間管理化に関する協定によって生み出された「第６週目の有給休暇」（FO
の表現による）は維持されたことから，労働時間を年間管理した場合には所定年間総労働時間は年１６１０
時間になる。
行政の許可なく行ない得る年間の超過勤務時間の上限については，オブリー法Ⅰは１３０時間と定め
ていたが，１９９８年協定は１８０時間，また年間管理化の場合は１５０時間と定めた。しかも，この上限は，
労働組合代表または従業員代表の同意があれば，２０００年１月１日からの２年間について年間で労働者
１人当たり２５時間増加させることができるものとされた。この場合，行政の許可なしに課すことので
きる年間総労働時間は最大１６４５＋１８０＋２５＝１８５０時間ということになり，これは事実上，３５時間労働
制を骨抜きにする措置であった。さらに超過勤務時間については超過勤務手当を支払う代わりに代休
を与えることを可能とし，しかも代休の場合は，代休相当時間を超過勤務時間の上限の計算に繰り入
れないものとした。したがって，１９９８年協定は年間総労働時間の上限を大幅に上昇させたのみではな
１ フランスの労働組合については本稿末に付した Appendixを見られたい。
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く，代休を与える限り上限を超えた労働時間を課すことができるようにしたのである。
日々及び週の労働時間の上限については，１９９８年協定は１日の最長労働時間を組立部門労働者の場
合は１０時間，保全・アフターサービス要員の場合は１２時間とし，週の最大労働時間を４８時間，連続１２
週間の平均週労働時間を４２時間とした。この後者はモジュール化（数週間を１サイクルとしてサイク
ルごとに週平均労働時間を変更して年間で週平均３５時間労働を実現する）を行った場合の規定である
が，その場合でも連続１２週間の平均週労働時間の上限を４４時間まで延長できるものとされ，さらに，
部門協定の定める上限は企業内協定によってさらに延長できるものとされている。
以上の労働時間に関する協定内容以上に巧妙な仕掛けは，「労働契約の新しい現実を考慮」すると
いう名目で定めた３つのタイプの固定給制の勤務体制（フォルフェ）である。１９９８年協定によって
フォルフェが適用される従業員は，国際化，自動化及び情報化の故に，「勤務時間に拘わらず業務命
令に応えなければならない従業員，あるいは勤
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」であるとされ，フォルフェ導入の目的は「次第に妥当性を失いつつある…仕事場での勤務時間と
いう唯一の基準」を乗り越えること，つまり，勤務時間という制約を受けずに業務の遂行をさせるこ
とにあるとされた。こうして，１９９８年協定は，エンジニア及びカードルに適用されていたフォルフェ
を拡大適用するために以下の３つのタイプのフォルフェを定義した。
①月間労働時間を基礎としたフォルフェで，これについては適用従業員に関する規定は無い。この
フォルフェは月々の超過勤務時間数をあらかじめ定めたもので，超過勤務手当も定額の月額賃金に含
まれている。いわば，賃金は「見なし残業手当」込みの固定給であり，賃金明細は定額賃金の基礎と
なっている月々の労働時間を記載することになっている。②年間の労働時間を基準とするフォルフェ
で，適用可能な職層はエンジニア・カードル層及び金属産業の１９７５年の職務等級表のⅣ以上の管理職
及び非管理職である（職務等級については表１を参照のこと）。適用労働者の年間の総労働時間は最
大１６１０時間の２０％増し，すなわち１９３２時間であり，週平均労働時間の上限は３５時間の２０％増し（＝４２
時間）とされているが，このフォルフェでは法定労働時間を超えた労働時間は超過勤務時間として扱
われない。ただし，勤務時間の上限は１日１０時間，週４８時間（１２週間平均で４２時間）とされている
（製造部門の対象従業員については１日１２時間，１２週間平均で週４４時間である）。賃金は年俸制であ
り，月額賃金は週平均労働時間を基礎に計算されるが，欠勤については相当額が減額されることにな
る。これは事実上，エンジニア・カードル層については１日あるいは週の労働時間の上限を示してい
るものの労働時間管理を行わず，年間の総労働時間で管理することを意味し，さらに１９７５年の職務等
級表のⅣ以上の従業員をカードル扱いするものであった。③勤務時間を基準としない任務を果たすた
めのフォルフェで，エンジニア・カードル層以外に適用可能な職層は金属産業の階層分類のⅤ以上の
管理職及び非管理職である。このフォルフェ適用者の月額賃金は実際に行なわれた労働時間とは無関
係な固定給であり，一時的失業によっても１日以上の欠勤によっても減額されることはない。
このような伝統的なエンジニア・カードル層（エンジニア・カードル層の職務等級については第２
節及び表３を見よ）のみならず，職務等級Ⅳ以上の従業員に対してもフォルフェを適用するという，
勤務時間で管理されない従業員の拡大戦略に対して，政府はフォルフェの乱用を避けるためにオブ
リー法Ⅱにおいてカードル層の分類と労働時間短縮方法を規定したのである。
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なお，労働時間の短縮法については，１９９８年協定は既に存在したモジュール化，労働時間の年間管
理化等々といった方法以外に，日々の労働時間を短縮する代わりに追加的休日を付与することによっ
て年間の総労働時間を短縮するという方法を編み出した。この場合，また企業内協定によって規定が
なされない限り，従業員は時間短縮分に相当する追加的休日の２５％に関して休日取得日を選択できる
ものとしていた。逆に言えば，追加的休日の７５％は経営側の都合で休日付与日を決定できるというも
のであった。
また，時間管理のための時間貯蓄口座については，オブリー法Ⅰは時間貯蓄口座の制度化は労使間
交渉によって定めるものとしていたが，１９９８年協定は企業内労使間協定が存在しなくても，時間貯蓄
口座を希望する従業員が存在する限り，経営側が企業委員会あるいは従業員代表に諮った後に，また
企業委員会や従業員代表が存在しない場合には希望する従業員に通知するだけで，口座を開設するこ
とができるものとした。なお，１９９８年協定はオブリー法Ⅰに従って，時間貯蓄口座は基本的には休日
の積立てとするものの，「例外的」に時間を金額に換算して積立てることができる（その場合，利子
率は年３％）としている。時間貯蓄口座には代休，労働時間短縮のために付与される休日，超過勤務
表１：金属産業の職務等級表（現行）
水 準 等 級 賃金係数 製造部門労働者 事務職・技術工
製造部門以外の
管理職（AM）
製造部門管理職
（AM）
Ⅴ
３ ３６５ ３級 AM７ AM７
２ ３３５ ２級 AM６ AM６
１ ３０５ １級 AM５ AM５
Ⅳ
３ ２８５ TA４ ３級 AM４ AM４
２ ２７０ TA３ ２級
１ ２５５ TA２ １級 AM３ AM３
Ⅲ
３ ２４０ TA１ ３級 AM２ AM２
２ ２２５ ２級
１ ２１５ P３ １級 AM１ AM１
Ⅱ
３ １９０ P２ ３級
２ １８０ ２級
１ １７０ P１ １級
Ⅰ
３ １５５ O３ ３級
２ １４５ O２ ２級
１ １４０ O１ １級
出所）Eyraud et al（１９８９）。松村（２０００）p．２２の表１－１をも参照した。
注）金属産業の職務等級は１９７５年７月２１日の全国協定を基本としている。製造部門労働者（ouvriers）の列の O１～O３は
旧 OS（ouvriers spécialisés）であって，１９８０年１月３０日の改訂によってそのほとんどが P１に格付けされ，同改訂以降
は，O１～O３は研修員等の例外的な雇用にのみ適用されている（村松，２０００，p．２５）。また，Pは専門工
（professionnels），TAは工場技術工（techniciens d’atelier）である。AM（agents de maîtrise）は管理職であり，同じ AM
であっても製造部門と製造部門以外では最低保障賃金が異なる。例えば，２００８年の製造部門の AM１の年間保証賃金は
１７，９３１ユーロであるが，製造部門以外の AM１のそれは１６，７９４ユーロである。
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時間等を積立てることができるとしていることから，この「例外」措置によって，企業はこれらの時
間を金銭で清算することによって当該時間数の休日を与えなくて済む，つまり労働時間を確保するこ
とができるようになるのである。
以上のように，金属産業の部門協定は本節の冒頭で指摘した戦略のうち，②法の定める年間の超過
勤務時間の上限を大きく超える上限設定を行い，③時間貯蓄口座の適用範囲の拡大によって年間管理
化を進め，そして④職務等級表の水準Ⅳ以上の従業員を労働日数で管理されるカードル扱いすること
によって，３５時間労働制に拘束されない管理職層を拡大するものであった。ただし，①の実質的労働
時間の実施上の規定については休息時間，着替え時間等の扱いが労使間の係争点になり，１９９８年協定
は職能訓練時間の一部を除外することを除けば，これを企業内の労使間協定に委ねている。結局，１９９８
年協定は３５時間労働制の適用を回避するための工夫を行ったものであり，労働時間の短縮と雇用創出
を結びつけているオブリー法Ⅰの意図に沿うものではなかった。それゆえに，オブリー労働大臣は１９９８
年７月２９日に，この協定は「３５時間に関する協定ではない」，「今のままでは適用できない」と警告を
発したのである（Doré，２０００）。その意味は，金属産業に属す企業は政府の承認を得ない部門協定を
適用できないということであり，したがって同協定によってはオブリー法Ⅰに定める３５時間労働への
移行に伴う社会保障費負担額の軽減措置も受けられないということであった。
この問題のゆえに，１９９８年協定は従業員２１人以上の企業においては２０００年１月１日に，従業員２０人
以下の企業においては２００２年１月１日に発効すると謳ってはいるものの，署名当事者は７月２８日の署
名と同時に行った共同声明において，法的に７月２８日に結ばれた団体協約の規定を検討する前に，企
業が労使間協定によって自社の実質的労働時間を法定３５時間労働に適合させるように奨励した
（Déclaration commune No.1 du 28 juillet 1998）。その結果，清水（２００６）で説明したように，各自動車
メーカーはこの金属産業の部門協定を基準にしながらも，各社の労使関係をもとにオブリー法Ⅰに適
合した独自の協定を結ぶことになる。そして，金属産業の１９９８年部門協定は，オブリー法Ⅱの制定以
後に修正されることになる。
１．２ ２０００年１月２９日の修正部門協定
１９９８年部門協定を修正した修正部門協定（Avenant du 29 janvier 2000 à l’accord national du 28 juillet
1998, sur l’organisation du travail dans la métallurgie）は，UIMMと CFTC及び FOが２０００年１月２９日に
署名し，CFE−CGCが遅れて２月１４日に署名した。１９９８年協定に署名しなかった CGTは否定的な態
度を変えなかったが，CFDTは署名こそしなかったものの，新しい協定内容について「前進」が見ら
れると評価した（Doré，２０００）。ところで，この修正協定はオブリー法Ⅱの規定を考慮して「有用な
調整」を行なったのに留まらず，３５時間労働制の適用を回避するためにさらなる巧妙な工夫を行っ
た。すなわち，それがオブリー法Ⅱによるカードル層の分類と，１９９８年協定のフォルフェに関する取
扱いを調和させるための職務等級分類の見直しであった。すなわち，職務等級表におけるカードル層
の下限を引下げ，一挙に４０万人の労働者が新たにカードルに格付けされ，エンジニア・カードルに関
する団体協約を適用され，時間管理されない従業員となった（Doré，２０００）。このカードル層の拡大
問題については次節で改めて説明することにして，以下では１９９８年の協定内容からの変更点に注目し
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て２０００年の修正部門協定の要点を説明することにする。
労働時間について，２０００年修正協定は，所定年総労働時間をオブリー法Ⅱに従って法定の１６００時間
とし，その代わりに１９９６年５月７日の協定によって労働時間の年間管理化の代償として認めた６週間
目の有給休暇を廃止した。労働時間短縮に関しては，１９９８年協定と同様に，モジュール化，年間管理
化が可能であり，また休日付与による年間総労働時間の短縮を認めている労働時間短縮方法に関し
て，２０００年修正協定は勤務体制のフレキシブル化のために，新たに「労働時間を１週間の内部の５日
に配分し，日曜日を除外すべし」とした１９３６年１０月２７日の法令（Décret）に反して週４日，４日＋半
日，あるいは３日という勤務形態も可能であるとした。この規定は，VSDと呼ばれる週末作業班
（金［vendredi］，土［samedi］，日［dimanche］の３日勤務する作業班）の雇用を可能としたもので
ある。
行政の許可なしに行なえる超過勤務時間の上限もまた１９９８年協定と同じく，１週間ごと，あるいは
数週間からなる１サイクルの勤務体制（モジュール）ごとに労働時間を計算する場合，また労働時間
の短縮を休日取得の形態で行なう場合には１８０時間であり，労働時間の年間管理の場合には１５０時間で
ある。ただし，労働組合代表や従業員代表の同意があれば２０００年１月１日からの２年間について超過
労働時間の上限を２５時間増加させることが出来るという１９９８年協定の規定は破棄された。こうして，
行政の許可無しに課すことのできる年間総労働時間は１６００＋１８０＝１７８０時間となり，１９９８年協定時か
ら７０時間短縮された。なお，１日及び週の最長労働時間については，１９９８年協定のままで変更はな
い。
超過勤務時間の対価については，１９９８年協定と同じく超過勤務手当の支払または代休付与が選択可
能である。ただ，２０００年修正協定は超過勤務が規則的に行なわれている場合には，超過勤務手当を年
間で平準化して支払うことができることとした。また代休について同協定は，代休取得期間は企業毎
に定めるものであるが，代休取得は権利発生から６ヶ月以内に行わなければならないとした。つま
り，同協定は，超過勤務時間を代休取得権として時間貯蓄口座に蓄えるにしても，６ヶ月を超えて権
利を維持することができないとしたのである。なお，時間貯蓄口座について，２０００年修正協定は「時
間で評価されている時間貯蓄口座」と「金額で評価されている時間貯蓄口座」の規定を区別して示
し，参加企業はいずれの時間貯蓄口座でも導入することができるようにした。
１９９８年協定では言及されなかった休息時間等の取扱いについては，２０００年修正協定は傘下企業の企
業内協定及びオブリー法Ⅱにもとづいて，以下のように定めている。食事時間及び休息時間は，「実
質的労働時間とは労働者が雇用主の意志に従い，雇用主の命令に従って行動しなければならず，自分
の都合で自由に使うことのできない時間」というオブリー法の定める条件が満たされているかぎり，
実質的労働時間とみなされる。また，実質的労働時間と認められない食事時間及び休息時間，シャ
ワー時間，企業内での着替え時間も，法規定・規制，団体協約，社内規定，労働契約等によって義務
化されている場合には，実質的労働時間から除外されるものの代休付与あるいは賃金支払の対象とな
る。
職能訓練時間の取扱いについては，２０００年修正協定は，職能養成計画に従って組織された職能訓練
時間は，たとえ支払われるにしても，実質的労働時間とは同一視しないことにした。労働法 L．９３２－
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２条（２０００年版）は，雇用主に対して職務内容の高度化に従業員を適応させるための職能訓練を義務
化し，このような職能訓練時間は実質的労働時間であると規定しているが，修正協定は，従業員の能
力の向上のための職能訓練を L．９３２―２条に示された法的義務の対象ではないとして，訓練時間の９０％
までは実質的労働時間外に行うことができるとしたのである。
他方，従業員が「知識の取得・維持・精緻化」のために勤務時間外に受ける職能養成教育のうち，
年５０時間あるいは年１０日を超える教育時間については通常の賃金率による賃金が支払われるとされ
た。また，昇格や資格取得のために実質的労働時間外に受ける訓練・教育時間については，年１００時
間あるいは２０日を超えた時間について，通常の賃金率による賃金が支払われるとされている。なお，
技術教育によって資格を取得した場合，あるいは職能訓練修了時の試験に合格した場合には，企業は
１年以内に資格や獲得した能力に相応しい職務等級に昇格させなければならないことも明記されてい
る。さらに，修正協定は不安定雇用問題として議論されている期限付き雇用契約（CDD）従業員に
対しても持続的職能養成の必要性を認め，勤務時間外においてであるが企業の負担によって毎月１５時
間の職能訓練の実施を提案し，また金属産業部門が行なう職能診断による職能資格付けを提案してい
る。この職能訓練時間は実質的労働時間外であるが，訓練費は，従業員１０人以上の企業の場合，職能
養成計画に費やされる費用の０．１％であるとされている。
週３５時間労働制という時間管理の適用を迂回するために１９９８年協定が導入したフォルフェについて
は，オブリー法Ⅱが３つのタイプのカードル，すなわち指導的カードル，集団的勤務時間に従うカー
ドル，及び勤務時間を規定できないカードルを定義したことから，２０００年修正協定はオブリー法Ⅱに
準拠して４つのタイプのフォルフェを定義した。すなわち，①月間の労働時間が定められたフォル
フェ。これは１９９８年の協定に示されていたもので，行政の許可無く課すことのできる超過勤務時間の
上限の範囲内で毎月の超過勤務時間を設定し，超過勤務手当を含む定額の月給を支払うものである。
②年間の労働時間が定められたフォルフェ。これも１９９８年の協定に示されていたが，年間の総労働時
間の上限が１９３２時間から１９２０時間に短縮された。このフォルフェは勤務時間編成について実際に自律
性をもっているカードルや巡回職従業員（巡回セールスマン等）に適用される。③日数で定められた
フォルフェ（日数フォルフェ）。修正協定であらたに導入されたフォルフェであり，年間の労働日数
は年２１７日を上限とする。この勤務体制は金属産業の団体協約及び協定の意味でのカードルの資格を
もち，集団的労働時間に制約されない従業員に適用される。雇用主は休日及びその内訳（有給休暇，
労働時間短縮分，団体協約による休日，週休）を説明する書類を作成しなければならず，また雇用主
は毎年，該当する従業員に職務内容を説明しなければならないことになっている。④時間を基準とし
ないフォルフェ。これも１９９８年の協定に示されていたものであるが，対象は高給かつ自律的な従業員
であり，オブリー法Ⅱが定義した指導的カードルに当たる。以上の②～④つの勤務体制は，職務等級
別最低賃金の３０％増に等しい報酬を保証されている（年間勤務時間が１７６０時間を超えないフォルフェ
の場合は１５％増）。参考までに，２００７年１２月１３日の全国協定によって定められた２００８年以降のエンジ
ニア・カードルの係数別最低保証賃金を表２に示しておく。
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２ カードル層の拡大問題
以上のように，１９９８年協定および２０００年修正協定によって金属産業においてはフォルフェを適用さ
れるカードル層が大幅に拡大された。本節では，金属産業におけるカードル層の格付けを説明したう
えで，金属産業のカードル層も含む職務等級表の見直しを詳しく説明することにする。
２．１ １９７２年３月１３日の金属産業全国団体協約にもとづくエンジニア及びカードルの職位分類
「カードル（cadres）」という職層はフランスに独自な職層分類である。このカードルは，「管理
職」あるいは「幹部職員」等と訳されているが，このような訳語でイメージされる職層とは異なって
いる。カードルとはもともと１９３６年に国立高等鉱業学校（École des Mînes）や国立高等工芸学校（École
centrale）といった高等専門大学（grandes−écoles）２を卒業したエンジニアを指すのに使用されるよう
になった用語である。１９８２年の INSEEの職種・職位分類（PCS）によると，カードルの資格を得る
には高等専門学校・大学水準の教育を受けていること，あるいはそれと同等水準の職業経験を持って
表２：エンジニア・カードルの最低保証賃金（年額，単位はユーロ）
エンジニアとカー
ドルに関する１９７２
年団体協約による
係数
時間フォルフェ
（週３５時間，
月１５１．６６時間）
時間フォルフェ
（年１６０７～
１７６７時間）
時間フォルフェ
（年１７６７～
１９２７時間）
日数フォルフェ
時間を基準としな
いフォルフェ
２４０ － ６８，９２８ ６８，９２８ ６８，９２８ ６８，９２８
１８０ － ５１，６９６ ５１，６９６ ５１，６９６ ５１，６９６
１３５ ３３，７１５ ３８，７７２ ４３，８２９ ４３，８２９ ４３，８２９
１３０ ３２，４６６ ３７，３３６ ４２，２０６ ４２，２０６ ４２，２０６
１２５ ３１，２１７ ３５，９００ ４０，５８３ ４０，５８３ ４０，５８３
１２０ ２９，９６９ ３４，４６４ ３８，９５９ ３８，９５９ ３８，９５９
１１４ ２８，４７０ ３２，７４１ ３７，０１１ ３７，０１１ ３８，７７２
１０８ ２６，９７２ ３１，０１８ ３５，０６３ ３５，０６３ ３８，７７２
１００ ２４，９７４ ２８，７２０ ３２，４６６ ３２，４６６ ３８，７７２
９２ ２２，９７６ ２６，４２２ ２９，８６９ ２９，８６９ ３８，７７２
８６ ２１，４７８ ２４，６９９ ２７，９２１ ２７，９２１ ３８，７７２
８０ １９，９７９ ２２，９７６ ２５，９７３ ２５，９７３ ３８，７７２
７６ １８，９８０ ２１，８２７ ２４，６７４ － －
６８ １６，９８２ １９，５３０ ２２，０７７ － －
６０ １４，９８４ １７，２３２ １９，４８０ － －
出所）金属産業の２００７年１２月１３日の全国協定（Accord national du 13 décembre 2007 sur le barème des appointements minimaux
garantis des ingénieurs et cadres à partir de l’année 2008）。
注）時間を基準としないフォルフェを除いて，係数１ポイント当たりの賃金額は，係数１００の賃金を基準に計算されてい
る（少数以下は四捨五入）。例えば，週３５時間で働く時間フォルフェの係数１１４の賃金は２４９７４÷１００×１１４＝２８，４７０．３６で
あるから，２８，４７０ユーロと定められている。
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表３：金属産業における職務等級，職能資格カテゴリー，教育水準の対応表
エンジニア及びカードル 一般従業員・管理職
エンジニ
ア・カー
ドルの係
数
地位
職能資
格カテ
ゴリー
教育水準
一般従
業員・
管理職
の係数
格付け
職能資
格カテ
ゴリー
最低教育水準
２４０ ⅢC
－ － － － －
１８０ ⅢB
１３５ ⅢA
１３０
Ⅱ
１２５
１２０
１１４
１０８
１００ ３９５ Ⅱ
９２
Ⅰ D
高等教育（１９７２年
団体協約Ⅰ－１－
aに示された地位
Ⅰのエンジニア・
カードルに要求さ
れる学位資格）
３６５ Ⅴ３ Ⅴ３（AM７）
C*
Ⅳ
（技術・職業系バ
カロレア，または
技 術 者 免 許 BP,
BT）
８６ ３３５ Ⅴ２ Ⅴ２（AM６）
８０ ３０５ Ⅴ１ Ⅴ１（AM５）
７６ ２８５ Ⅳ３ Ⅳ３ Ⅳ３（AM４）
６８ ２７０ Ⅳ２（TA３） Ⅳ２
C
６０ ２５５ Ⅳ１（TA２） Ⅳ１ Ⅳ１（AM３）
２４０ Ⅲ３（TA１） Ⅲ３ Ⅲ３（AM２）
B
Ⅴ,Ⅳb
（CAP, BEP,
CFPA）
２２５ Ⅲ２
２１５ Ⅲ１（P３） Ⅲ１ Ⅲ１（AM１）
１９０ Ⅱ３（P２） Ⅱ３
A
Ⅴ, Vbis
（CAP, BEP,
CFPA）
１８０ Ⅱ２
１７０ Ⅱ１（P１） Ⅱ１
１５５ Ⅰ３（O３） Ⅰ３
無資格１４５ Ⅰ２（O２） Ⅰ２
１４０ Ⅰ１（O１） Ⅰ１
製造部門
労働者
事務職
・
技術員
管理職
出所）金属産業団体協約による職務等級表及び CNCP（Commission Nationale de la Certification Professionnelle）の教育水準
規定（décision du groupe permanent de la formation professionnelle et de la promotion sociale, le 21 mars 196９による），UIMM
の示す職能資格カテゴリーと教育水準との対応表に基づいて，筆者が作成。
注）CFPA（Certificat de formation professionnelle des adultes）は CAP（職業適性証），BEP（職業教育修了免状）等の職能
資格を持たない社会人が，社会人向け職能教育機関において取得する CAP相当の職能資格である。
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いることが条件とされ，したがって，この定義に合致する限り，芸術家やジャーナリストを含む自由
業者もカードルとして分類されることになる（Boltanski, 1982 ; Desrosièrs, Thévenot, 1996）。このよう
に INSEEの定義はあいまいであり，また法制度の定義は存在せず（Favennec-Héry，２００３），一般に
「誰がカードルか」という問題については，産業部門毎の団体協約によって定義されたカードルが社
会的にもカードルとして認められている。
金属産業においては，エンジニア及びカードルの格付けは１９７２年３月１３日の金属産業全国団体協約
を 基 礎 と し，１９８２年３月１８日，１９８３年９月１２日，１９９０年１月２５日，２０００年１月２９日 の 修 正 協 定
（avenants）によって修正が加えられてきた。以下では，この１９７２年団体協約，その後の修正協定
（現行は２００６年３月３日の修正協約）に依拠して金属産業におけるエンジニアおよびカードルの格付
けを説明しておこう。
表３に見るように，エンジニア・カードル層の地位（positions repères）にはⅠ，Ⅱ，Ⅲがあり，最
上位のⅢ水準にはⅢA，ⅢB，ⅢCの地位が設けられ，係数はⅠが６０～９２，Ⅱが１００～１３０，ⅢAが
１３５，ⅢBが１８０，そしてⅢCが２４０となっている。
地位Ⅰは，エンジニアあるいはカードルとして新規採用された有資格者（カテゴリー Dの職能資
格保有者）の格付けであって，彼／彼女らは水準Ⅰに３年間は留まり，少なくとも１年の実務を経験
して実務能力を証明し，２７歳に達していれば，地位Ⅱまたは地位Ⅲの正規のエンジニア・カードル
（ingénieurs et cadres confirmés）に格付けされる。ここで有資格者とは，①１９３４年７月１０日の法（Loi
du 10 juillet 1934 relative aux conditions de délivrance et à l’usage du titre d’ingénieur diplômé）の定義する
「認定エンジニア（ingénieur diplômé）」であって，直ちに，あるいは一定期間後に，エ
 
ン
 
ジ
 
ニ
 
ア
 
の職
務を遂行するために雇用される者，及び②「認定エンジニア」以外の高等教育修了証書を持つ有資格
者であって，直ちに，あるいは一定期間後に，技術，管理運営，あるいは商業の分野でカ
 
ー
 
ド
 
ル
 
の職
務を遂行するために雇用される者である。「認定エンジニア」とは，エンジニア資格委員会の認定し
た資格で，国家の認定した高等教育機関においてバカロレア取得後の５年の技術系高等教育（つまり
は準備課程２年＋高等専門学校［grandes écoles］３年の教育）を修了した者である。なお，１９９９年よ
りボローニャ・プロセスに従って進められた EU共通学位制度に対応させるために「認定エンジニ
ア」には修士号が与えられた（高等教育における新学位制度についてはコラム参照）。他方，「認定エ
ンジニア」以外の②の高等教育修了証とは，１９７２年の団体協約に具体的に列挙されている教育機関の
修了証であって，高等商業学校（École des hautes études commerciales：いわゆるビジネススクール），
高等政治研究学院（いわゆるシオンス・ポ），ビジネス高等学院（商工会議所が設立）等々の国立ま
たは私立の高等研究教育機関の修了証書以外に，大学によって与えられた教授資格，博士号，DEA
（研究資格証），DESS（専門高等研究資格証），修士号，学士号が含まれている。地位Ⅰの謂わば
「見習エンジニア・カードル」の格付けは年齢及び経験を考慮してなされ，１９８３年９月１２日の修正協
約によって，２１歳の係数は６０，２３歳の係数は７６，そして２３歳以上では経験年数が増すごとに係数が上
２ 代表的な高等専門大学としては国立行政学院（ENA），ポリテクニーク，高等師範学校，高等商業学校，陸軍士官学
校，等がある。この高等専門大学にはバカロレア取得後の２年の高等専門大学進学準備学級で学んだ後に，入学試験を
受けて入学する。
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昇するものとされ，１９９０年修正協約以降に２２歳の係数６８が追加され，また２３歳以上は経験年数が１年
増すごとに係数８が加算されることになった。参考までに言えば，２００７年時点で，順調に進学してバ
カロレア＋５年の高等専門学校を修了した２３歳の見習エンジニアの場合，週３５時間の時間フォルフェ
であれば最低保証初任給は月２３～２４万円になるし，勤務時間を年１６０７～１７６７時間としたフォルフェの
場合は月２７万円以上になる（表２参照）。
この地位Ⅰの見習エンジニア・カードルは，その見習期間（années du début）の研究・実務を経て
地位Ⅱま
 
た
 
は
 
地位Ⅲに格付けされる。
地位Ⅱの正規のエンジニア・カードルは一般に地位Ⅰの見習エンジニア・カードルを支援するため
の指導的職務に就くか，あるいは科学的研究，技術，管理運営，取引の分野において定められた業務
を行うか，あるいは上司の指示した任務を遂行するものとされている。この地位Ⅱへの格付けは「実
施している業務」のみを基準として行なわれ，高等教育修了者の場合は上述の地位Ⅰの見習期間を経
て昇格するか，高等教育修了者でない場合であってもキャリア・アップの結果として昇格することが
可能である。この後者の場合，１９７５年の職務等級表のⅤ３の地位にあり，バカロレア＋３年の大学教
育によって獲得できる知識に相当する一般的および専門的知識を持つと認められれば，地位Ⅱに格付
けされ，最低保障係数１０８が与えられる。また，Ⅴ３の等級に無い従業員の場合でも，働きながら地
位Ⅰの資格要件に定められている高等教育機関に通って修了証書を獲得した場合には，彼／彼女は地
位Ⅱに格付けされ，最低保障係数１０８が与えられることになっている。なお，一般に地位Ⅱの係数は
１００から出発するが，３年の経験年数を経るごとに上位の係数に昇格していく。なお，表３に示され
ている地位Ⅱの最高係数は１３０であるが，Ⅱの最高係数はⅡに格付けされて１５年の経験年数を経た場
合の１３５であり，これは地位ⅢAの係数と同じである。
他方，ⅢA，ⅢB，ⅢCの地位は地位Ⅰ及びⅡのエンジニア・カードルの存在とは無関係に存在し
（また地位Ⅰ及び地位Ⅱが存在するからといって地位Ⅲが存在するとは限らず，またその逆も真），
企業の事業，規模，組織ならびに職務上の責任の大きさによって地位ⅢA，ⅢB，ⅢCが設けられ，
格付けが行なわれる。すなわち，地位Ⅰに関して述べたように，地位Ⅱから地位Ⅲへの昇格という
コラム：新学位（LMD）制度
１９９９年にイタリアのボローニャで開催された閣僚会議において２０１０年までに EU加盟国の大学教育に共通学位制度
を導入するという決定を行ない，この「ボローニャ・プロセス」に従って，フランスでは２００２年４月８日の政令（Décret
No．２０２―４８２）によって，１９６６年のフシェ（Fouchet）構想にもとづいて導入された旧制度を LMD（Licence, Master, Doctor
の略）とよばれる新制度に移行した。旧制度と新制度の関係は以下のとおりである。
第３期
博士論文課程（３年） 博士課程（３年）
DEA課程（１年）
修士課程（２年）
第２期
修士課程（１年）
学士課程（１年）
学士課程（３年）
第１期 大学一般教育課程（２年）
旧制度 新制度
４８５法と労使関係
－１０３－
キャリアパスは制度化されておらず，一般にⅡからⅢへの昇格は存在しないと考えて良い。この
ⅢA，ⅢB，ⅢCの地位の資格・職務及び係数は以下のごとく定められている。ⅢAのエンジニア・
カードルは取得した高等教育修了証に相応しい知識を持つのみではなく，専門領域における幅広い知
識が求められ，中下層管理職（agents de maîtrise）及びⅡのエンジニア・カードルの上位に格付けさ
れる。業務に関してはⅢAのエンジニア・カードルは上司である企業主・経営者によって直接に業務
が決定される立場にあり，業務に関して決定権並びにイニシアティブを認められている。このⅢAの
係数は１３５である（賃金については表２参照）。ⅢBのエンジニア・カードルは理論的知識，及び専門
的知識を超えた高度な専門知識や専門領域における幅広い知識が求められる業務を遂行し，地位Ⅱ以
下のエンジニア・カードルを指揮・管理・指導する立場にあるか，大きな決定権並びにイニシアティ
ブを与えられた業務を遂行する。このⅢBの係数は１８０である。そしてⅢCのエンジニア・カードル
はⅢA，ⅢBのエンジニア・カードル以上の知識と経験を必要とし，地位Ⅱ以下のエンジニア・カー
ドルを指揮すると共に，大きな決定権並びにイニシアティブを与えられる。ただし，ⅢCという職位
の存在を正当化するものは企業の業態，事業所の規模，あるいは複数の部署あるいは事業の間のコー
ディネーションの必要性のみであるとされている。このⅢCの係数は２４０である。
なお，従業員中の「サラリーマン重役及び上級カードル」は，以上のⅢCの上位に格付けされてい
る。
２．２ ２０００年１月２９日の全国協定による職務分類の修正
以上が，２０００年以前に実施されていた金属産業におけるエンジニア及びカードルの格付けである。
正規のエンジニア及びカードルとは基本的にはカテゴリー Dの職能資格を持ち，１９７２年３月１３日の
全国協定における係数１００以上に格付けされた従業員であると考えて良い（表３参照）。ところが，す
でに見たように，金属産業は１９９８年の労使間協定におけるフォルフェをオブリー法Ⅱに適合させるた
めに，２０００年の修正協定と同時に「金属産業における格付けの暫定的修正に関する２０００年１月２９日の
全国協定」を結び，フォルフェを適用できる従業員，したがってカードル層を上記の正規カードル層
よりも下層の職位にまで拡大した。そのために，金属産業の UIMMと署名労働組合は，従来のエン
ジニア・カードルに関する１９７２年の団体協約におけるフォルフェを適用されるエンジニア・カードル
の職位分類と，１９７５年の月給制の一般従業員および管理職に関する職務等級表とを統合した統一職務
等級表のための「移行表」を提示した。それが表４であり，同表の最後列の「読替え後の等級」が提
案されたエンジニア・カードルを含む全従業員に適用される統一職務等級である。ただし，この等級
は現実には適用されず，したがって，２０００年全国協定以後も職務等級分類はエンジニア・カードルと
一般従業員・管理職の２本建になっている。
この職務等級分類の修正に関する２０００年の全国協定は，エンジニア・カードルと一般従業員・管理
職の職務等級表を統合することによって，以下のようにフォルフェを適用される可能性のある従業員
の職務等級を下層にまで拡大し，新たにフォルフェを適用される従業員に金属産業のエンジニア・
カードルに関する団体協約を適用するようになった（ただし，VRPと呼ばれる外回りの外交員
［voyageurs］，セールスマン［représentants］，取次販売員［placiers］は対象から除外されている）。
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まず，「カードルの資格（qualité）」は，従業員が担当している職務の格付け，雇用契約に示された
業務を果たす上で認められた自律性の程度，雇用主との間で結んだフォルフェ契約に従って自律的職
表４：金属産業における職務等級移行表（２０００年）
参考：
エンジニアとカー
ドルに関する１９７２
年団体協約による
係数
参考：
９７５年７月２１日 の
全国協定による係
数
現在の格付け 読替え後の等級
２４０ ⅢC ２４
１８０ ⅢB ２３
１３５ ⅢA ２２
１３０ Ⅱ ２１
１２５ Ⅱ ２０
１２０ Ⅱ １９
１１４ Ⅱ １８
１０８ Ⅱ １７
１００ ３９５ Ⅱ １６
９２ ３６５ Ⅴ３ Ⅴ３（AM７） １５
８６ ３３５ Ⅴ２ Ⅴ２（AM６） １４
８０ ３０５ Ⅴ１ Ⅴ１（AM５） １３
７６ ２８５ Ⅳ３（TA４） Ⅳ３ Ⅳ３（AM４） １２
６８ ２７０ Ⅳ２（TA３） Ⅳ２ １１
６０ ２５５ Ⅳ１（TA２） Ⅳ１ Ⅳ１（AM３） １０
２４０ Ⅲ３（TA１） Ⅲ３ Ⅲ３（AM２） ９
２２５ Ⅲ２ ８
２１５ Ⅲ１（P３） Ⅲ１ Ⅲ１（AM１） ７
１９０ Ⅱ３（P２） Ⅱ３ ６
１８０ Ⅱ２ ５
１７０ Ⅱ１（P１） Ⅱ１ ４
１５５ Ⅰ３（O３） Ⅰ３ ３
１４５ Ⅰ２（O２） Ⅰ２ ２
１４０ Ⅰ１（O１） Ⅰ１ １
製造部門労働者
（Ouv．）
事務職・技術員
（AT）
管理職
（AM）
現行の職務等級を
基礎とした等級
出所）Accrod national du 29 janvier 2000 portant révision provisoire des classifications dans la métallurgie.
注）２０００年１月２９日の協定以前は，二重線より上のⅡおよびⅢA～ⅢCが正規のエンジニア及びカードルの等級であり，
同協定によって太い実践の等級までがカードル扱いになった。なお，本表と同じであるべき清水（２００６）p．１７の表１は
明らかに間違いであった。これは，同稿が参照した Doré（２０００）の部門協定集 CDに収められた２０００年１月２９日の協
定に含まれていた表そのものが間違っていたことから生じたミスであった。
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務を果たそうという意欲の結果であるとされた。このように，１９７２年の団体協約に示された地位Ⅰの
カードルに要求される教育水準・職能資格はカードルであるための必要要件から意図的に排除され
た。そして，２０００年全国協定はカードルについてオブリー法Ⅱに従って３つのタイプのフォルフェ，
及びフォルフェの適用対象となる職務等級を示した。
年間労働時間を定められたフォルフェの対象は，工場，部署，作業班に適用される集団的勤務時間
に服さない労働契約を結び，勤務時間を予め決定することができず，労働契約において業務遂行のた
めの勤務時間の設定において一定の自律性あるいは自由を与えられている従業員であるとされた。こ
の対象従業員の職務等級は統一制度の１０ランク以上であり，したがってフォルフェ契約を結ぶことに
よって製造部門では１９７５年職務等級のⅣ１以上の技術工（TA : techniciens d’atelier），レベル３以上の
現場管理者（AM : agents de maîtrise），及び事務・技術部門のⅣ１（係数２５５）以上の事務職員・技術
者にこの年間労働時間フォルフェを適用することが可能となった。
日数でさだめられたフォルフェは，年間労働時間を定められたフォルフェと同様の条件を満たす従
業員であるとともに，勤務時間管理に服さない，統一制度の１３ランク以上の職務を遂行する従業員に
適用される。つまり，１９７５年全国協定の水準Ⅴ（係数３０５）以上の従業員，すなわち製造部門および
事務・技術部門の AM５以上の管理職がこの日数フォルフェの対象である。
最後に，時間を基準としないフォルフェの対象は，企業あるいは事業所において採用されている賃
金表の最上位の水準の賃金を受取り，勤務時間の設定および業務において自律的決定権を持っている
従業員であって，統一等級の１３ランク以上の職務を遂行する従業員である。この時間を基準としない
フォルフェの最低職務等級は日数フォルフェの対象者のそれと同じであるが，それはこの時間管理の
対象外となっている指導的カードルの職務等級が企業規模や業態に応じて多様であることを理由とし
て，低く設定されたのである。
以上の様に，２０００年の全国協定は，過渡的措置としながらも，１９７５年の全国協定における水準Ⅳ及
びⅤの月給制従業員を，フォルフェ契約の締結を条件にしてのことであるが，カードル扱いすること
を可能にした。よって，形式的にみれば，統一職務等級上は，エンジニア・カードルに関する１９７２年
団体協約の地位Ⅰ（係数６０～９２）と，１９７５年の月給制従業員の水準Ⅳ（係数２５５～２８５）及びⅤ（係数
３０５～３６５）は同一水準の従業員と見なせることから，水準Ⅳ及びⅤの月給制従業員をカードル扱いす
ることには合理性が認められる。こうして，同協定は係数２５５～３９５水準ⅣおよびⅤの従業員（係数３９５
はⅤ３の AM７として１０年以上の経験を持った管理職の係数）を，１９７２年団体協約のエンジニア・
カードルの地位Ⅰの係数（６０～１００）に格付けし，カードルの係数に従って，少なくともカードル移
行以前の賃金の１５％増しの賃金を支払うものとした。
ただし，先に指摘したように，現実には，統一職務等級は採用されず，職務等級はエンジニア・
カードルと一般従業員・管理職の２本建になっている。実際，同協定第３条は，エンジニア・カード
ルに関する１９７２年団体協約の地位Ⅰに関する規定とは異なって，「地位Ⅰに並行して，そしてまた年
齢あるいは勤続年数を条件とせず，６０，６８，７６，８０，８６，９０という６つの格付け係数を追加する」と
している。すなわち，カードルに移行した水準Ⅳ及びⅤの従業員は，旧賃金の１５％増しの賃金を受取
るとはいえ，地位Ⅰのカードルではなく，また地位Ⅱ以上の「正規カードル」に昇格することもほと
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んど無いと思われる３。よって，水準ⅣおよびⅤの従業員は１５％増しの賃金と引き換えに，日々の勤
務時間については管理の対象外となっているカードルとして残業手当の無い長時間労働を余儀なくさ
れることになる。
以上の様に２０００年の全国協定によってカードルと非カードルの境界が再定義され，全従業員に適用
される職務等級表が示され，すでに見たように金属産業の部門協定はオブリー法Ⅱに適合するよう修
正された。金属産業の団体協約および全国協定に示される職務等級表は，基本的に金属産業内の全て
の企業において適用可能であることから，各企業はこれを基礎に，労使間交渉によって水準Ⅳ及びⅤ
の従業員のカードルへの格付けを決定している。例えば，フランス・トヨタ（TMMF）においては，
グループリーダー（GL）の職務等級はⅤ２，係数は３３５相当の職位であるとしてカードル扱いし，日
数フォルフェを適用している。その結果，午前直の場合，GLは管理している作業グループの生産終
了後も残業手当無しで２時間程度の品質改善活動を行っている。比喩的に言えば，トヨタの日本本社
で日数フォルフェに相当するのは課長級以上であったから，日本では時間管理されているグループ
リーダー，チーフリーダーがフランス・トヨタでは課長級と同じ扱いを受けているのである。また，
同地域のスベルノール社では職務等級Ⅴ１，係数３０５以上の管理職がカードル扱いされている４。
３ ２００３年のフィヨン法以後における労使間協定の修正
以上に説明したように，金属産業の１９９８年７月２８日の部門協定は，オブリー法Ⅰによる３５時間労働
制への移行の影響を最小限に抑えるために，労使間協定に法の定める年間の超過勤務時間の上限を超
える上限設定，労働時間の年間管理化，超過勤務手当の支払いに代わる代休付与，労働時間ではなく
労働日数で管理されるカードル層の増加，等々の措置を定め，一般従業員の場合，行政の許可なしに
行える年間総労働時間１８５０を確保しようとした。この金属産業の戦略はジョスパン政府が１９９８年７月
２８日の協定をオブリー法Ⅰに適合しない労使間協定であって，適用できない協定であると批判したこ
とから修正を余儀なくされた。こうして，UIMMと署名３労働組合との間で部門協定の修正が行わ
れ，３５時間労働法（オブリー法Ⅱ）に適合した，したがって傘下企業が直接適用可能な２０００年１月２９
日の修正部門協定が結ばれた。UIMMからすれば，当初の戦略は頓挫し，かくして２０００年１月２９日
の修正部門協定は確かに大幅な後退ではあった。しかし，休日付与による年間総労働日数・時間の短
縮（そのため RTT休暇と呼ばれた），VSD作業班の導入による労働時間編成のフレキシブル化，集
団的勤務時間に拘束されず時間管理されないカードル層（特に日数フォルフェ適用カードル）の下層
職務等級への拡大という実を確保することはできたと言ってよい。ところで，２００２年５月に誕生した
３ ２００６年３月３日の全国協定による修正後も地位Ⅰのカードルに関する１９７２年の団体協約第１条に示された教育水準及
び職能資格に関する規定には基本的には変更はない。また，Ⅴ３の従業員の地位Ⅱのカードルへの昇格も可能である
が，その条件は１９７５年の全国協定の第７条に示されている。すなわち，水準Ⅲの教育水準（BTS, DUTあるいはバカロ
レア・プラス・２年の高等教育）に相当する一般知識及び専門知識を持つと認められれば，Ⅴ３の従業員もカードルに
昇格することができる。
４ ２００１年９月３日における聞取り調査時のスベルノール社人事部門サービス・開発・雇用室長ヘルヴェ・ドゥラトル
（Hervé Delatre）氏及び人事部長イヴ・シェヴァリエ（Yves Chevalier）氏による。
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右翼政権は２００３年１月１７日の法，２００５年３月３１日の法，２００７年８月２１日の法によって徐々に３５時間労
働法の有名無実化を進めた。そして，この法改正に合わせて金属産業の部門協定も修正されていくこ
とになる。
３．１ ２００３年４月１４日の修正協定
２００３年１月１７日のフィヨン法を考慮して，金属産業の１９９８年の部門協定署名労使（UIMM及び FO,
CFTC, CFE−CGC）は２０００年の修正部門協定を２００３年４月１４日の修正協定（Avenant du 14 avril 2003 à
l’accord national du 28 juillet 1998 sur l’organisation du travail dans la métallurgie modifié par l’avenant du 29
janvier 2000）によって修正した。その主要な変更点は以下である。
超過勤務時間についてフィヨン法は，行政の許可なく行える超過勤務時間の上限を年１３０時間から
１８０時間に引き上げたが，これは金属産業の２０００年修正部門協定の規定を追認するもので，２００３年４
月１４日修正協定は上限については２０００年修正部門協定を変更してはいない。２００３年４月１４日修正協定
による変更点は，以下である。
（１）労働時間を年間管理した場合の超過勤務時間の上限を１６０時間から１５０時間に短縮した（２０００
年修正部門協定の６．１項）。
（２）労働時間を年間管理化した場合，工場あるいはサービス部門の従業員全員に適用される集団
的勤務時間表（calendriers collectifs）に従って計画的に勤務時間を変更することができるとされてい
たが，これに該当する従業員が受容することを条件にして個人的勤務時間表（calendriers
individualisés）を導入して個人ごとに勤務時間を変動させることができるようにするとともに，いず
れの場合も勤務時間は週３５時間を超えて設定できるように変更した（同８．５）。
（３）フィヨン法が最初の４時間の超過勤務の割増率を１０％にするというオブリー法Ⅱの特例措置
（bonification）を破棄したことから，年間管理した場合の超過勤務時間に関する規定（８．９項）は単
純化され，実質的労働時間が年間で１６００時間を超えた時間を超過勤務時間とすることとし，団体協約
あるいは企業内協定によって定める所定年間労働時間は法定の１６００時間を超えてはならないという規
定は削除された。
（４）時間貯蓄口座について，２０００年修正部門協定によって「時間貯蓄口座は，例外的に，金銭で
表される」（１１．２．６項）とされたが，フィヨン法による修正を受けて，「時間貯蓄口座は時間で表され
ていないのであれば，金銭で表すことができる」として，時間で表される口座と金銭で表される口座
を自由に選択できるように変更された。同時に，時間貯蓄口座に蓄えることにできる時間（１１．１．４及
び１１．２．４項）から，最初の４時間の超過勤務についての特例によって与えられる休暇についての文章
が削除された。
（５）日数フォルフェを適用できるカードル従業員（地位Ⅰを除く）の職位の下限を１９７２年団体協
約の定めた係数８０から７６，したがって TA４，AM４の技術工及び管理職にまで引下げた。
以上から考えれば，２００３年の修正協定がフィヨン法の影響で変更した条項は，フィヨン法自身がオ
ブリー法Ⅱの部分的修正に留まったこともあって，超過勤務時間に関する最初の４時間についての特
例の破棄と，時間貯蓄口座を貨幣化できるという修正に留まった（（３），（４））。他方，（１）は労働
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側へのささやかな譲歩であろうが，（２）及び（５）は労働時間編成のフレキシブル化を要求する経
営側（UIMM）に労働側が屈した結果であったと言えよう。ただ，２００３年修正協定の労働者に対する
影響は小さい。個人的勤務時間表の導入は当該従業員の同意を必要とし（拒否しても解雇してはなら
ない），また日数フォルフェ適用（擬装）カードルの係数８０から７６への拡大は，年間労働時間フォル
フェ（年１９２０時間）を適用されていた TA４，AM４の日数フォルフェ（年２１７日）適用カードルへの
転換に留まっている。したがって，フィヨン法によってオブリー法Ⅱの有名無実化が開始されたとは
いえ，２００３年時点において，金属産業の労使は基本的には，オブリー法Ⅱに従って締結した２０００年修
正部門協定を維持していた。さらに，右翼政府は２００４年の６月３０日の法によって，法定年間総労働時
間を１６００時間から１６０７時間に延長し，日数フォルフェの場合の年間労働日数の上限を２１７日から２１８日
に増加したが，金属産業労使はこれに反応せず，２０００年修正部門協定の規定を維持した。言わば，２０００
年修正部門協定のための交渉において成立した労使関係が頑健性を示したと言える。ところが，２００５
年３月３１日の法以降，金属産業においても労働側は経営側に譲歩することになる。
３．２ ２００６年３月３日の全国協定
２００５年３月３１日の法は，時間貯蓄口座に関して運用を弾力化（積立て日数の上限と利用法は労使間
協定で定め，また利用期限に関する規定を破棄），「選択した時間」制の導入による超過勤務時間の上
限規制の事実上の廃止，従業員２０人以下企業の法定３５時間労働制への移行期限の２００８年末までの延
期，企業による RTT休日（労働時間短縮のために設けられた休日）の買い戻し，を可能とした。こ
うして，２００５年３月３１日の法によって３５時間労働法は事実上死んでしまったとも見なされた。この
２００５年３月３１日の法は金属産業にも大きな影響を与えることになるが，しかし，２００３年４月１４日に
よって部分的に修正された２０００年の修正部門協定の修正までには同法の発行から１年を要した。それ
が２００６年３月３日の修正協定であり５，主要な変更点は以下のとおりである。
（１）行政の許可なく課すことのできる超過勤務時間の上限を年１８０時間から２２０時間（年間管理の
場合は１５０時間から１７５時間）に延長（２００４年１２月２１日の政令による延長）するとともに，「選択した
時間」に関する規定を追加している。この変更によって，企業内の労働編成上可能であり，従業員が
望む限り，従業員は雇用主との合意のもとで一定の期間に渡って上限２２０時間を超えた超過勤務（「選
択した時間」）を行うことができるようになった。また，上限内で行なわれる超過勤務に対する代休
取得の権利は廃止され，超過勤務手当の割増率は最初の８時間までは２５％以上，その後は５０％（従業
員２０人以下企業の場合，最初の４時間の割増率は１０％）とされた。さらに超過勤務時間について，２００３
年４月１４日の修正協定は実質的労働時間が年１６００時間を超えた時間であると定めたのであるが，祝日
の関係から週３５時間であっても年間で１６００時間を超える可能性があることから，時間数を限定せずに
単に法定労働時間週３５時間に対応する法定の年間総労働時間を超えた労働時間を超過勤務時間と規定
した。
（２）時間貯蓄口座については，２００５年３月３１日の法が運用を弾力化したことから，２００６年の修正
協定は時間で表される時間貯蓄口座（１１．１条）と金銭で表される時間貯蓄口座（１１．２条）を第１１条に
統合し，「時間貯蓄口座は時間又は金銭で表す」（１１．５項）ことができるとした。口座に積立てること
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のできる時間についても範囲が拡大され，年間で２４日を超えた年次有給休暇，労働時間短縮によって
生じた休日及び半日休日，超過勤務手当の代わりに取得する代休時間，超過勤務に対して与えられる
代休時間，時間フォルフェ適用労働者が契約時間を超えて実施した時間，基本給に対する付加分，従
業員に対するインセンティブ，従業員参加制度および企業内貯蓄制度によって従業員が拠出している
金額を口座に蓄えることができるようになった。これらの口座に積立てられた権利は金銭で清算する
ことも（この場合，賃金所得として課税される），有給休暇の取得あるいはパートタイムに移行した
場合の賃金補償に使うこともできる。
（３）日数フォルフェを適用可能な従業員についても２００６年の修正協定はさらなる拡大を行った。
日数フォルフェを適用できる従業員は１９７２年団体協約の係数７６以上のカードルに加えて，非カードル
従業員のうち以下の条件を満たす総ての従業員とされた（表４参照）。すなわち，従業員個人の文書
による同意のもとで，①組立ラインに関わる組立ショップ外で行う業務を遂行する従業員で，１９７５年
全国協定の係数１９０以上の従業員，②商取引，販売会社に対する技術的支援，監査，技術監督等の業
務のために社外に派遣されている従業員，研究部門の技術員，担当工程の外部に所属する保全要員お
よびアフターサービス要員で，１９７５年全国協定の係数２１５以上の従業員，及び③１９７５年全国協定の係
数２４０以上の管理者に日数フォルフェを適用することができるようにした。もちろん，経営側が日数
フォルフェを要求した従業員がこれを拒否したとしても，経営側はこの従業員を解雇することはでき
ないと定められている。
以上の修正のうち，時間貯蓄口座の弾力化は従業員にとってもメリットはあるが，企業側からすれ
ば時間貯蓄口座を使って時間をカネで買うことによって稼働日数を確保することができるという利点
がある。他方，金属産業においても「選択した時間」制度が導入され，２００６年３月３日の全国協定を
直接適用する限り，行政の許可なしに行える超過勤務時間を超えて，従業員の「選択した時間」とし
て行政の許可なしに自由に超過勤務を課すことができるようになった。また，日数フォルフェを適用
できる従業員をカードルのみではなく，業務に制限はあるものの職務等級Ⅱ３・係数１９０以上の製造
部門労働者，職務等級Ⅱ３・係数２１５以上の事務・技術員，職務等級Ⅲ３・係数２４０以上の管理職（AM
２）にまで拡大し，従業員の合意を必要とするとはいえ，ライン労働者および一般事務・技術職（集
５ ２００６年３月３日の修正協定については公報（JO 310９）において公布されたテキストでは Avenant du 3 mars 2006であ
るが，金属産業では Accord national du 3 mars 2006 portant avenant à l’accord national du 28 juillet 1998 modifié sur
l’organisation du temps de travail dans la métallurgie, à la convention collective nationale des ingénieurs et cadres de la métallurgie
du 13 mars 1972 modifié, et à l’accord national du 10 juillet 1970 modifié sur la mensualisationとなっている。なお，２００６年３
月３日の修正協定は２０００年修正協定の第５条の第６段落から第９段落まで，および最後の第１６段落を削除している。す
なわち，実質的労働時間の短縮は２０００年１月１９日のオブリー法Ⅱの雇用主の社会保障費負担額の軽減措置に関する条項
（第１９条）に違反しないように行なうということに関する件，勤務日の編成に関して１９３６年１０月２７日の政令に反しても
良いという件，およびフルタイム労働者の労働時間短縮割合をパートタイム労働者にも適用するとした件が削除され
た。オブリー法Ⅱの第１９条は２００３年のフィヨン法による修正によって失効し，オブリー法Ⅱによる財政支援は２００３年で
終了していた。また，１９３６年１０月２７日の政令に関する件は第１０段落（労働時間は週内の４日＋半，４日，あるいはそれ
以下に配分することができる）以下の件を維持していることから実質的な意味はない。よって，パートタイム労働者の
労働時間をフルタイム労働者の短縮率を機械的に適用して短縮する件を削除したことから，パートタイム労働者の労働
時間を短縮する必要がなくなったことは，体制に影響は無いとはいえ，低所得のパートタイム労働者に配慮した結果で
あると見なせる。
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団的勤務時間に拘束される管理職を含む）以外の従業員を，日々の所定労働時間によって管理されず
に，したがって最低１１時間の連続的休息を保証する限りで長時間勤務させることも可能になった。た
だし，この全国協定による修正があるとはいえ，労働組合の存在する企業・事業所における労働条件
は労使間交渉に委ねられることから，金属産業の全国協定がそのまま適用される訳ではない。
４ 結 論
以上に見たように，金属産業はオブリー法Ⅰの精神に反した長時間の労働時間を確保する戦略を
とって３労組（FO,CFTC及び CFE−CGC）との間で１９９８年の全国協定を結んだが，ジョスパン政権の
批判によって部門協定をオブリー法Ⅱに適合するように修正せざるを得なかった。しかし，この２０００
年の修正部門協定は一定の頑健性を持ち，労働時間に関しては２００３年のフィヨン法や２００４年の超過勤
務時間の上限を延長した政令にも関わらず本質的な変更はなかった。UIMMの立場から見れば，２００５
年３月３１日の法の１年後の２００６年の修正協定によって「選択した時間」制を導入することによって，
やっとオブリー法Ⅱによる労働時間規制を葬ることができたのである。逆に言えば，１９９８年の部門協
定に署名した３労組は，オブリー法Ⅱを後ろ盾とした２０００年修正部門協定による労働条件の制度化を
支持し，修正法による労働条件の改悪に抵抗したと言える。ただ，この過程で UIMMが一貫して追
求したのは日数フォルフェ適用従業員の拡大が示すように，労働時間編成のフレキシブル化であっ
た。そしてこうした UIMMの戦略に対して，部門協定の修正過程が示すように，署名３労働組合は
フレキシブル化を受入れてきた。２００２年５月の右翼政権の登場，そしてその裏面である社会党の弱体
化が，部門協定上は労使関係にも可逆的な影響を及ぼしたように思われる。
ただし，２００８年末時点において，金属産業労使は２００７年８月２１日の「労働・雇用および購買力のた
めの法」（Loi No．２００７−１２２３−通称 TEPA法），およびカードルの年間総労働日数を２３５日まで延長した
２００８年８月２０日の「社会民主主義の革新と労働時間改革に関する法」（LOI No．２００８−７８９）に対応す
る部門協定を結んではいない。労働組合が TEPA法および２００８年８月２０日の法に批判的であり，政府
が労働条件に関しては労使間交渉に委ねるとしている以上，これは当然の結果であると言えよう。結
局，右翼政権による「社会民主主義」の装いの下に進められた労使関係の「現代化」政策によって，
企業レベルにおける労使関係が決定的な重要性を持つようになったのである。
［付記］本稿は，平成１９～２２年度科学研究費補助金の助成研究「フランスにおける３５時間労働制の実
態と雇用政策に関する研究」（基盤研究（B）海外）の研究成果の一部である。
Appendix：フランスの労働組合全国組織
CGT（労働総同盟）は１８９５年に創出された１９８０年代までのフランス最大の労働組合（２００３年で組合
員数は自称６８万５千人）であり，フランス共産党と密接な関係をもっていた。しかし CGTは，１９９８
年からは CFDTに接近し，２００１年には CGT書記長が共産党中央委員のポストを辞して共産党離れを
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進めている。
CFDT（フランス民主労働同盟）は CFTCを脱宗教組織化のために改称した労働組合として１９６４年
に誕生した（CFTCは消滅）。１９６４年には CGTと同盟を結んでいたが，１９７０年に PSU（統一社会党）
に接近して「自主管理社会主義」路線を採用する。１９７８年には書記長エドモン・メール（Edmond
Maire）の指導のもと，政治化路線を放棄して CGTとの同盟を離脱し，「再労働組合化」を進めると
ともに，「自主管理社会主義」路線を放棄した。CFDTは１９９０年以降に組合員を増加させ，２００３年の
組合員数は自称８８万９千人（推定では約７０万人と言われている）であって，フランス最大の労働組合
となっている。特にニコール・ノタ（Nicole Notat）が書記長の時代（１９９２－２００２年）には政治的に
も自主路線をとっていたが，CFDT組合員には社会党支持者が多い。
FO（労働者の力派）は１９４８年にフランス共産党の CGT支配に反対する CGT内の社会主義者，ト
ロツキスト派，ドゴール派が結成した労働組合で，反共産党の立場をとっている。FOは特にオンド
レ・ベルジュロン（André Bergeron）の書記長時代（１９６３－１９８９年）には労使間交渉を重視し，社会
保障や UNEDIC（全国商工業雇用協会－失業保険の管理運営機関）の管理運営および制度改革にお
いて経営団体の優先的交渉相手であった。ただし，１９８９年以降は書記長に就任したマルク・ブロンデ
ル（Marc Blondel）のもとで「急進化」し，次第にトロツキスト派（労働者党のロンベール派
［lambertistes］）の影響力が増していると言われている。FOの組合員数は自称６０万人であるが，実際
には２５～３０万人程度であると推定されている。
CFTC（フランス・キリスト教労働者同盟）は１９１９年に設立され，CFDTへの改組によって消滅し
たが，CFDTの結成に反対する少数派（フランス北東部の炭鉱労働者や私立学校教員）が CFTCを再
結成した。CFTCは労働運動の政治化に反対し，キリスト教的社会道徳を重視し，１９８０年代までは FO
および CGCと結びつき，改良主義路線をとっていた。CFTCの組合員数は２００２年時点で自称１３万人
である。
CFE−CGCはカードル層（主にエンジニア）の労働組合として１９４４年に設立され，１９８１年に CFE−CGC
（CFEはフランス管理者同盟の意味）となったが，単に CGC（カードル総同盟）と呼ばれることも
多い。ブルーカラーの労働組合である上記４労働組合とは異なって，CGCは主としてホワイトカ
ラーの管理職やエンジニアの利益を代表しようとするものであり，組合員数は大企業と銀行業を中心
とし，２００１年で自称１３万５千人である。
フランスの労働組合の全国組織には以上の「代表的労働組合」のほかに UNSA（独立派労働組合全
国同盟），G－１０連帯および FSU（統一労働組合同盟）が存在する。UNSAは上記５労働組合に属さ
ない独立派の地域的労働組合が１９９３年に結成した全国組織（組合員数は２００２年時点で自称３６万人）で
あり，また G－１０は教育関係の労組 FENの反対派が１９９３年に結成した全国組織（組合員数は２００３年
時点で自称１６万５千人）であるが，１９８９年に CFDTから追放された PTT（郵便電信電話公社－現在
は郵便公社とフランス・テレコム社に分割されている）内 CFDT組合員が結成した SUD（連帯）と
国鉄（SNCF）内の連帯派（SUD−Rail）が中心労組である。また FSUは教育・訓練，研究，文化関
係の公的部門の労働組合の連合体であり，教育部門の労働組合（FEN）が主要労組である。
以上の労働組合のうち１９６６年３月３１日の法によって「代表的」労働組合として認められているのは
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CGT，CFDT，CGT−FO，CFTC，CFE−CGCの５労組である。ただし，UNSA，SUDおよび FSUは公
的部門においては「代表的」労組と認められている。
（以上，La Découverte, 2004 ; Andolfatto, Labbé, 2000による。）
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Laws and Union-Management Relations :
Union-Management Agreements and ‘Cadres’ Issue
in the French Metal Industry facing the 35-Hour Working Week
Koichi Shimizu
Abstract :
In 1998, the French socialist Government stipulated the first law on the 35-hour working week, which fixed
the conditions for a company receiving a reduction in social security payments. That is, the company had to
conform working hours to the legal 35 hours a week by concluding a union-management agreement. In this
paper, we show the strategies of the French Employers’ Association of the Metal Industry (UIMM) facing such
a situation by analysing its agreements concluded with unions. The first issue treats the reaction of the UIMM,
which aimed to sidestep the impact of the 35 hours law, but had to make a concession facing the critique coming
from the socialist Government. Second, we explain what the French ‘cadres’ are, and the UIMM’s strategy to
accord a qualification of the cadre to lower hierarchy of managers for assuring sufficient working hours of these
people. This is because the 35-hour working week is not applied to the cadres. Third, we show the modifications
of the union-management agreement after the right-wing Government amending the working hours laws,
stipulated by the left-wing Government. Showing the dynamic relations between laws and union-management
agreements, we can explain the dynamics between the law as a rule of the game and the behavior of the players,
i.e. the employers’ association and the unions, as well as the importance of the union-management relations in
deciding labor conditions even in the France.
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